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 貸   借   対   照   表   

(平成１６年３月３１日現在) 

                                          (単位 百万円) 

     科            目    金    額    科      目    金    額  

     (資 産 の 部)     (負 債 の 部)   

  流  動  資  産    １６１,５１４  流  動  負  債    １４８,７８０  

      現 金 及 び 預 金     ２４,８９６     支 払 手 形      ３,０５８  

      受 取 手 形      ２,６６０     買 掛 金     ７３,３４１  

      売 掛 金     ９６,４７７     短 期 借 入 金     ２８,８５０  

      有 価 証 券        ７９     一 年以内償還社債      ２０,０００  

      商品・製品及び仕掛品     １９,８３５     未 払 金      ８,０２７  

      原材料及び貯蔵品      ４,１６０     未 払 費 用      ８,３４２  

      前 払 費 用         ８     未 払 法 人 税 等      ６,７８６  

      繰 延 税 金 資 産      ３,４３０     そ の他の流動負債        ３７４  

      未 収 入 金      ９,１２４  固  定  負  債     ８９,４２７  

      そ の他の流動資産        ８６２     社 債     １０,０００  

      貸 倒 引 当 金  △     ２３ 

 

    転 換 社 債 

    新株予約権付社債  

    １８,４７５ 

    １０,０００ 

 

  固  定   資   産    ２０８,０４９     長 期 借 入 金     ２５,０００  

    有 形 固 定 資 産     ７７,０９０     退 職 給 付 引 当 金     ２５,６０１  

      建                物     １８,１５２     役員退職慰労引当金       ３５０  

      構 築 物      １,２０８   負 債 合 計    ２３８,２０７  

      機 械 及 び 装 置     ３５,３６４      （資  本  の  部）   

      車 輌 運 搬 具       ３９３  資 本 金     ２６,６５６  

      工 具 器 具 備 品      ２,８８１  資  本  剰  余  金     ６１,４２７  

      土              地     １６,５５３     資 本 準 備 金     ６１,４２７  

      建 設 仮 勘 定      ２,５３６  利  益  剰  余  金     ３６,６２９  

    無 形 固 定 資 産      １,１４６     利 益 準 備 金      ５,８６５  

      ソ フ ト ウ ェ ア 等      １,１４６     任 意 積 立 金     ２２,０７３  

    投資その他の資産     １２９,８１２        特 別 償 却 準 備 金         ７０  

      投 資 有 価 証 券     ２８,００７        固定資産圧縮積立金      １,９０８  

      子会社株式 ・出資金     １００,００７        圧縮特別勘定積立金        ８９  

      長 期 前 払 費 用       ８６３        別 途 積 立 金     ２０,００５  

      繰 延 税 金 資 産      ５,４２２     当 期 未 処 分 利 益      ８,６８９  

      そ の 他 の 投 資      ２,０２７  株式等評価差額金      ６,６９１  

      貸 倒 引 当 金  △    ２８９  自  己  株  式 △     ４７  

      投 資 損 失 引 当 金  △   ６,２２６   資 本 合 計    １３１,３５６  

   資 産 合 計    ３６９,５６４   負 債 及 び 資 本 合 計    ３６９,５６４  
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損  益  計  算  書 

 

平成１５年４月 １ 日から 

平成１６年３月３１日まで 

 

                                                                                 (単位  百万円) 

              科                     目      金         額  

          営   業   収   益   

                  売 上 高      ３１７,６８７  

          営   業   費   用   

                  売 上 原 価      ２７４,３３８  

                  販売費及び一般管理費       ２８,２６８  

 

 営 

 業 

 損 

 益 

 の 

 部          営 業 利 益       １５,０８０  

  営          営   業  外  収   益   

  業                  受 取 利 息 配 当 金          ７６０  

  外                  雑 収 入        １,３９０  

  損             

  益          営  業  外  費  用   

  の               支   払   利   息         １,０６１  

  部                 雑     損     失          ９０７  

 

 

経 

常 

損 

益 

の 

部 

             経 常 利 益       １５,２６２  

  特 別 利 益    

   固 定 資 産 売 却 益          ２９５  

   貸 倒 引 当 金 戻 入 額            ６６  

       

  特 別 損 失     

   固 定 資 産 除 却 損          ５８２  

   投資損失引当金繰入額        １,２３０  

   構 造 改 善 費        １,１１１  

 

特 

別 

損 

益 

の 

部   子 会 社 整 理 損          ７４０  

  税 引 前 当 期 純 利 益        １１,９６０  

   法人税、住民税及び事業税        ７,５００  

   法 人 税 等 調 整 額      △ ２,５７６  

  当 期 純 利 益         ７,０３６  

   前 期 繰 越 利 益        ２,２４３  

   中 間 配 当 額          ５９０  

  当 期 未 処 分 利 益         ８,６８９  
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注記 

 １．重要な会計方針 

   貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則及び手続は次のとおりであ 

      ります。 

   １）有価証券の評価方法及び評価基準 

       子会社株式及び関連会社株式 ・・・・・・ 移動平均法による原価法 

            その他有価証券 

                  時価のあるもの ・・・・・・・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法 

                                                   （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価 

                                                     は移動平均法により算定） 

                  時価のないもの ・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法 

    

      ２）棚卸資産の評価方法及び評価基準 

      移動平均法による原価法 

   

   ３）固定資産の減価償却の方法 

      有形固定資産・・・・・・定率法 

                                      ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除 

                                      く。）については定額法を採用しております。 

                

       無形固定資産・・・・・・定額法 

                                      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期 

                                      間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

    ４）繰延資産の会計処理 

       社債発行費は支出時に全額費用処理しております。 

 

    ５）引当金の計上基準 

      貸倒引当金 

               期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ 

               り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上 

               しております。 

 

            投資損失引当金 

               関係会社に対する出資額の損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております｡ 

 

            退職給付引当金 

               従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、 

               当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

 

            役員退職慰労引当金 

               役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

         当該引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 

 

    ６）消費税等の会計処理 

      税抜方式 
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  ２．貸借対照表 

   １）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

   ２）有形固定資産の減価償却累計額                        ２２９,６４９百万円 

３）有形固定資産の圧縮記帳実施額  建    物                  ２４百万円 

 機械及び装置               ７百万円 

 工具器具備品             ８６百万円 

      ４）子会社に対する短期金銭債権                     ４６,１２７百万円 

      子会社に対する短期金銭債務                      １８,４４４百万円 

    ５）保証債務                              ２８,０８３百万円 

       保証予約                              １２,８６６百万円 

       経営指導念書差入                                         １,７６８百万円 

      ６）商法施行規則第124条第3号に規定する純資産額                ６,６９１百万円 

 

 

 ３．損益計算書 

   １）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

      ２）子会社との取引高 

              売 上 高                            ９２,００１百万円 

              仕 入 高                              ６３,４８０百万円 

              営業取引以外の取引高                                 ２,３４３百万円 

      ３）１株当たりの当期純利益                    ３５円２７銭 

 


